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近年，子育て世代の農村部への移住意識が高まる中で，移住できるなら子の数を増やしたいという意向
を有する子育て世代が一定数いることが既存調査より明らかになっている．本研究では，新しい社会像で
あるSoceity5.0が農村部で優先的に普及することで移住意識が活性化される可能性があることに着目し，
その影響を独自に実施したwebアンケート調査の分析を通じて明らかにした．分析として，12の主成分，8
の個人グループを抽出，移住意識活性化の構造モデルを作成した．この結果から，1) 個人グループごとに
Society5.0の各要素への反応度合いは異なるが，自動運転車や介護ロボットの導入効果が少なくないこと，
2) 農村部だからこそ得られやすい支援よりも，一部のSociety5.0の要素による移住意識活性化の方が効果
が高いという傾向が示された． 
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1. はじめに 
 
近年，都市部在住子育て世代の農村部に対する関心が
高まっていることが，2016 年に株式会社 NTT データ経
営研究所が実施した調査 1)により明らかとなっている．
同調査において着目すべき点として，移住(以下，断り
の無い限り移住は「農村部への移住」とする)するなら
ば「子が今より多く欲しい」と考える居住者が増加する
ことが挙げられる．これは，農村部に子育て世代が移住
することで，都市部ですら労働力が不足している我が国
の人口減少緩和の一助となる可能性があるということで
ある．よって子育て世代の移住意識を向上させることは，
社会的意義が大きいと言える．しかし，農村部と都市部
の間では，雇用や生活環境等に大きな差異が存在し，そ
れらが関心から移住に踏み切るまでに至る障壁となって
いると考えられる． 
一方，2016年に閣議決定された「第 5期科学技術基本
計画」2)や「科学技術イノベーション総合戦略」3)にて
Society5.0 という新しい社会像が提示された．Society5.0
とは，ドイツの「インダストリー4.0」のように ICT や
IoT を活用して産業を発展させるだけでなく，社会課題
の解決に活かし「必要なもの・サービスを，必要な人に，
必要な時に，必要なだけ提供し，社会の様々なニーズに
対応でき，あらゆる人が質の高いサービスを受けられ，
年齢，性別，地域，言語といった様々な違いを乗り越え，
活き活きと快適に暮らすことのできる社会」1)と定義さ
れており，生活面での ICT等の積極的な導入が想定され
る．Society5.0 の構成要素を農村部への移住政策として
優先的に導入することで，農村部と都市部との差異を解
消し，移住に対する障壁を低くできることが期待される．
実際に，自動運転車は中山間地域での実証実験が計画・
実施 4)されており，その効果に期待が高まっている． 
以上の背景から本研究の目的を，Society5.0 が移住政
策として導入された際に，都市部の子育て世代の移住意
識にどのような変化を与えるか明らかにすることとする． 
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2. 研究の位置づけ 
 
(1) 移住に関する現状 
子育て世代を対象とした移住支援制度は全国でも多く
の事例が存在する．移住・交流推進機構 5)により，子育
てに関する支援制度は全国で 9,960 件あることが明らか
となっている．また，地方企業への転職を促進・支援す
る日本人材支援機構 6)が 2015年に発足するなど，農村部
を含む地方における雇用増加促進を狙う動きが見られる． 
一方，移住する手前の議論も活発 7)になっており，関
係人口という言葉が登場した．関係人口とは，二地域居
住等の活動をしている人口のことであり，実際に移住す
るという最終地点の手前に位置する人々のことである．
関係人口から移住者となる可能性も秘めていることから，
注目されている．しかし，現状では支援や支援組織が存
在するにも関わらず，移住者数はほぼ横ばい 8)の状態で
ある．背景で述べたように，子育て世代の移住が日本全
体の人口問題の解決に寄与する可能性がある 1)．それだ
けでなく近年の東京都市圏をはじめとした都市部への人
口集中によって今後さらに大きくなることが想定される
少子高齢化等の課題を是正するために，移住を推進する
必要があることを国も認識していること 9)から革新的な
対策による移住意識の活性化には一定の意義があると考
える． 
 
(2) 既存研究 
 移住に関する研究に関しては，希望者の情報収集行動
に関する研究 10)や，移住動機や心理特性に関する研究 11)，
「一人暮らし，または親と同居している若者」が農山村
地域への移住意識が強いことを明らかする 12)等の移住の
要因に関する研究において多くの蓄積が見られる．また，
流出を抑えるための政策に関する研究 13)も存在する． 
加えて，海外でも農村部に関する研究は，「RURAL 
PLANING AND DEVELOPMENT」14)でまとめられている
ように，多くの蓄積が見られる．移住に関する研究であ
れば，非経済的な理由で移住する Amenity migration に
関する研究 15)等がまとめられている．その他にも，北ア
イルランドにおけるライフステージに着目した移住パタ
ーンを分析した研究 16)等が存在する．  
 一方で，近年登場した Society5.0 に関する研究として
は， Society5.0 の実現に必要な要素に関する研究 17)など
がみられる．しかし，Society5.0 の実現が地域計画に与
える影響を論じた研究は存在せず，今後の移住政策を検
討する上で，様々な新技術等の導入を想定した
Society5.0 の実現が移住意識にどうのような影響を与え
るかを把握する必要がある． 
 
 
(3)  本研究の内容構成 
以上の背景と問題意識に基づき，本研究では都市部在
住子育て世代の農村部に対する潜在的な移住意識が，
「Society5.0 の実現に必要な要素(以下，Society5.0 の要
素)」によってどのように活性化が可能なのかを明らか
にする．具体的には，web アンケート調査通じて，
Society5.0 の各要素への反応特性を考慮した移住意識グ
ループを提案し，各グループにとってどのような移住意
識活性化の施策が有効かを明らかにする．また，各グル
ープや移住意識の違いによる移住意識活性化効果の相対
的な影響度等を見ることで有効な移住意識活性化施策に
関する考察を深めていく． 
本研究の構成として，まず2.で本研究の位置づけを整
理し，3.で web アンケート調査の内容を解説する．次に，
4.では調査結果の分析を通じて，移住意識グループを提
案し，その潜在的な移住意識の活性化施策を検討する．
5.では，4.で提案した移住意識グループを個人属性とし
た移住意識活性化のモデルを作成し，その考察を行う．
以上の結果を踏まえ，6.で結論を述べる．なお，研究に
取り組むべき手順として，農村部の中でも比較的移住に
対する障壁が低い 7)大都市圏周辺の農村部がまず対象と
して適切と考えられる．よって，本研究では，三大都市
圏縁辺部を農村部と定義する． 
 
(4) 本研究の特長 
 本研究は以下のような特長を有している． 
1) 今後の展開が予想される Society5.0 の諸要素の導入
による効果を移住意識の活性化という観点からと
らえた新規性の高い研究である． 
2) 農村部だけでなく，国全体としてみた場合の人口
減少の抑制につながる時宜にかなった緊急性・有
用性の高い研究である． 
3) 子育て世代を三大都市圏から広く抽出し，十分な
サンプルを確保する独自の web アンケート調査に
より，統計分析に耐える信頼性の高い分析を行っ
ている． 
 
 
3. 使用データの概要  
 
(1) webアンケート調査の概要 
本研究では，移住意識や Society5.0 によるその変化，
子の有無等の家庭環境，生活環境への満足度，ライフス
タイル，職業等を質問し，子育て世代(本研究では子が
いる，または子を欲しいと思っている居住者とする)を
対象とした独自の web アンケート調査を実施した．そ
の概要を表-1に示す． 
web アンケート調査は，実際の農村部にて実施したヒ
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アリング調査を経て作成した．調査対象である子育て世
代に提示する移住先の条件は，以下のとおりである． 
1) 農村部は現在の住居から自動車で 1～2 時間の距離
にある． 
2) 自然豊かな地域でありスーパー等の施設は少ない． 
3) 自動車があれば生活には困らない． 
4) 住居を持ち，転職して農業を始める環境が整って
おり，農業収入で十分な生活が可能である． 
 その上で，Society5.0 の要素が加味されたとき移住意
識がどのように変化したかを質問する構成となっている． 
また，移住意識・子育て世代・性別ごとの層別化抽出
を通じ，各層で可能な限り均等にサンプル数を確保でき
る設計を行っている．これにより，現在の移住意識や子
の有無，子が欲しいか否か，性別といった影響を分析可
能にしている．移住意識の程度は「思う」から「全く思
わない」の 4 段階，子育て世代に関しては，「子の有
無」「末子が未就学児か小学生以上か」「今後子が欲し
いか」の 3段階で行っている．なお，末子が高校生相当
(16～18歳)以上で独立している可能性がある居住者や 60
歳以上の居住者は子育て世代の可能性が低いため分析対
象外とした． 
調査対象は，「自然環境が豊かな地域で暮らしたい・
子育てしたい」という願望が多い 1)ことから，都市部で
あり農村部のような自然環境が豊かではない地域の居住
者が妥当であると考えられる．よって，三大都市圏のう
ち，一次産業従事者の構成比率が相対的に少ない(三大
都市圏全市町村の全就業者に占める一次産業従事者の割
合 18)が三大都市圏平均未満)である 169 市町村を選定し
た．調査対象都市の一覧を図-1に示す． 
 
(2) Society5.0の要素の選定 
本研究で用いる Society5.0 の要素は，政府資料 2),3)にて
重点的な研究開発を行うべきとされている様々な分野か
ら，居住者の生活環境向上に寄与すると考えられるもの
を選定している．具体的には，「エネルギー」から分散 
 
表-1 アンケート調査の概要 
調査対象 三大都市圏の都市部の子育て世代
調査方法 楽天リサーチによるwebアンケート
サンプル数 2,606
 ・移住意識*
 ・Society5.0の要素による移住意識の向上*
 ・移住した場合の欲しい子どもの数*
 ・家族の都合で住居を離れられない*
 ・現在の生活に対する満足度*
 ・ライフスタイル*
 ・世帯人数
 ・転居経験等
主な調査項目
*:5段階評価
 
型電源，「医療・福祉」分野として在宅医療・介護ロボ
ット，「社会インフラ」分野として自動運転・通信イン
フラの強化を構成要素として選定している．加えて，既
存調査 9),19)より移住する際の条件として雇用環境が挙げ
られており，移住を考えるきっかけの多くが「子育ての
ため」であること 1)も明らかになっている．よって，農
村部での雇用環境の向上に貢献する要素として資料 2),3)
でも取り上げられているスマート農業・テレワーク，子
どもの教育環境向上に貢献する ICT教育を調査項目に用
いる．いずれの要素も今後積極的な開発が行われ 2),3)，
社会実装が期待されるものであり，産業面ではなく生活
の質の向上を享受しやすい要素を選定している． 
 
 
4. 移住意識とその活性化に有効な施策 
 
(1) 移住意識及び移住意識活性化の基礎集計 
 層別化に用いた移住意識の程度を，実際の構成比を類
推するために時間拡大法 20)を用いてサンプル数の拡大を
行った．集計結果を図-2 に示す． 子育て世代のコント
ロールトータル値は，内閣府 21)が 20代から 30代の居住
者に対して実施した「結婚・家族構成に関する意識調
査」における子が欲しいと 思うかという設問に対して
「子はいないが子が欲しい・子がおり子が欲しい・子が
おり子が欲しくない」と回答している都市部居住者の割
合を調査対象都市内の 20 代・30 代の人口 18)に掛けるこ
とで推計を行った．図-2 より，拡大前のサンプル数は，
層別化のねらいどおりに，4 段階のそれぞれでほぼ同数
が回収できている．一方，拡大後は移住したいと「思
う・少し思う」と回答した居住者は 4割程度であり，先 
 
三大都市圏
三大
都市圏以外
調査対象都市
 
図-1 調査対象都市一覧 
 
0% 25% 50% 75% 100%
拡大前
拡大後
N=2,606
N=12,712,318
思う 少し思う
どちらとも
言えない
あまり・全く
思わない
設問「農村部に移住したいと思うか」  
図-2 移住意識の程度 
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述した内閣府の既存調査 19)における都市部居住者の農山
漁村への定住願望の割合とほぼ同じとなっている．よっ
て，本研究における web アンケート調査のサンプルで
ある都市部子育て世代の移住意識は，分析対象として妥
当であると言える． 
次に図-3 に Society5.0 の各構成要素が移住政策として
実施された場合，どの程度意識が活性化されるのかを示
す．大半の Society5.0 の要素が導入により 5 割以上の子
育て世代の移住意識を活性化させていることが分かる． 
 
(2) 変数の集約 
 居住者ごとの有効な Society5.0 の要素に関連する施策
を検討するため，居住者を複数の移住意識タイプに分類
する．まず関連する数多くの諸変数を主成分分析を用い
て集約した．変数一覧と成分行列を表-2 に示す．固有
値 1.0 以上の主成分軸を以降は採用し，それぞれに以下
の名称を付ける． 
a) Society5.0 導入に伴う移住意識向上全体が正であり，
『Society5.0選好軸』とする． 
b) 生活環境への満足度が負に大きく，移住意識・移
住意識向上がほぼ正となっていることから生活環
境を変えたいという願望が有ることが読み取れ，
『生活環境不満軸』とする． 
c) 子ども有無・世帯人数が正に大きく，自宅で静か
に過ごすことが好きであるため，『大家族・自宅
重視軸』とする． 
d) 単身世帯・性別・年齢が正に大きいため，『中高
年単身男性軸』とする． 
e) 移住意識・家族の移住賛成・移住した場合今の考
えより多く子が欲しいか，が負だが，分散型電源
により電気料金がかからなくなるという Society5.0
の一部技術に反応しているため『分散型電源選好
軸』とする． 
f) 出身地ダミーが正で，都市部で生まれてそこに住
んでいるのだが，騒音や混雑の少なさ・自然環
境・地域のコミュニティなど，農村部でより得ら
れる可能性の高い生活環境に不満を有している．
実は農村部の方が向いているかもしれない『潜在
的農村部関心軸』とする． 
g) 年齢が負で，自宅で静かに過ごすことが好き・ネ
ットショッピングが好き・インターネットが好き
といった内向的なライフスタイルが正に大きいた
め，『内向的買物好き軸』とする．Society5.0 の自
動運転系諸サービスにも正の反応が見られる． 
h) 現在の住居から農村部に通う・現在の住居から農
機を遠隔操作が正に大きいため『都市部住居維持
軸』とする． 
i) 移住意識向上の在宅医療・介護ロボットのみが正
で 0.1以上であり，『医療福祉技術選好軸』とする． 
j) 自動車運転・世帯の自動車保有が正で自ら運転し
ているが，Society5.0 関連で自動運転車に関連する
諸変数は負になっているため，『自動運転車非選
好軸』とする． 
k) 多くの移住意向向上の変数が正である反面，テレ
ワークしながら農業を兼業することによる移住意
識向上が負に大きいため，専業農家になりたいと
い願望があると考える．よって『専業農家転職希
望軸』とする． 
l) 移住意識・家族の移住賛成が正であるが，住居を
離れられない事情の有無も正である．ただ，移住
できれば子の数を増やしたいと考えている点も看
過できず，『移住困難・子育て重視軸』とする． 
 
0% 25% 50% 75% 100%
目的地を提案し連れて行ってくれる
移動中に車内で読書等が出来る
子どもの送迎をしてくれる
農村部から現在の職場に通う
農業用ロボットが作業を補助
ロボットに加えて人工知能が補助
災害時でも安定して通信可能
電気料金がかからなくなる
自宅で健康への助言を受けられる
入院しなくても治療が受けられる
介護ロボットが介護を補助
都会の進学校と同等の講義を受講可能
子の理解度に応じた教育を受けられる
現在と同じ仕事でテレワーク
仕事を減らしテレワークで農業を兼業
転職して仕事量を減らし農業を兼業
強くなった
少し強くなった
どちらかと言えば強くなった
全く変わらない
どちらかと言えば弱くなった
N=12,712,318設問「移住意識の程度の質問時と比べて移住意識は変化したか」
[1]自動運転
[2]スマート農業
[3]通信インフラの強化
[4]分散型電源
[5]在宅医療
[6]介護ロボット
[7]ICT教育
[8]テレワーク
を提案し 連れて行く
移動中に車内で読書等ができ
子供の送迎をしてく
農村部から現在の職場に
農業用ロボットが作業
ロボットに加えて人工知能が
災害時でも安定して通
電気料金がか らなく
自宅で健康への助言を受け
入院しなくても治療が受け
介護ロボットが介護
都会の進学校と同等の講義を
子の理解度に応じた教育が受
現在と同じ仕事でテレ
仕事を減らしテレワークで農 業
転職して仕事量を減らし農業を
 
図-3 Soceity5.0の要素による移住意識の変化(拡大後) 
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表-2 分析に用いる変数と主成分分析による成分行列 
○ ○ ▲ ▲
○ ○ ▲ ○ ▲ ○ ▲
○ ▲ ○ ○ ▲
▲ ○ ▲ ○ ▲ ○
○ ▲ ○ ▲ ○ ▲ ○
▲ ○ ○ ▲ ▲ ○ ○ ○
▲ ○ ○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ▲
○ ○ ▲ ▲ ▲ ▲ ○
○ ○ ▲ ▲ ▲ ○ ○
▲ ○ ▲ ○ ▲ ▲ ▲
○ ▲ ▲ ○ ○
○ ▲ ▲ ○ ▲ ○ ○
○ ▲ ▲ ▲ ○ ▲ ○ ○
○ ▲ ○ ○
▲ ○ ○ ▲ ▲ ○
○ ▲ ○ ▲ ○
○ ○ ▲ ○
○ ○ ▲ ○
○ ○ ▲ ▲ ▲
○ ○ ▲ ○ ▲
○ ○ ▲ ○ ▲
○
○
[3] ○ ▲ ○
[4] ○ ○ ▲ ○
○ ○ ▲ ○ ○
○ ○ ▲ ○ ○ ○
[6] ○ ○ ▲ ○
○ ○ ▲ ○
○ ○ ▲ ○
○ ▲ ▲
○ ▲ ▲ ▲ ▲
○ ▲ ▲ ▲
○ ○ ▲ ○ ○
○ ▲
▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲
▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲
▲ ○ ○ ○ ○ ○
○ ▲ ▲ ○ ○ ○
▲ ▲ ○ ○ ○ ○
▲ ▲ ○
▲ ○ ▲ ▲ ▲ ▲
▲ ▲ ○ ○ ○ ○
▲ ▲ ○ ▲ ▲ ▲
▲ ○ ▲ ▲ ▲
▲ ▲ ○ ○ ▲ ▲ ○ ▲
○ ○ ○ ▲
▲ ○ ○ ○ ▲ ○
▲ ○ ○ ○ ▲ ○ ▲ ○ ▲
○ ○ ○ ▲ ○ ○ ▲ ○ ○
▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ○ ○
▲ ○ ○ ○ ▲ ○ ○
▲ ○ ○ ○ ▲ ○ ○ ▲
○ ▲ ▲ ○ ○ ▲ ○
固有値 12.5 4.4 2.9 2.3 1.9 1.7 1.4 1.4 1.3 1.3 1.1 1.0
寄与率 23% 8% 5% 4% 4% 3% 3% 3% 2% 2% 2% 2%
累積寄与率 23% 31% 37% 41% 44% 48% 50% 53% 55% 58% 59% 61%
k)a) b) c) d) e)
移住したら今より多く子が欲しいか
住居を離れられない事情の有無
l)
年齢*
性別(男=1，女=0)
就業の有無
世帯人数*
単身世帯
自動車運転
世帯の自動車保有
現住所は出身地か**
f) g) h) i) j)
引っ越し回数*
子ども有無
今後欲しい子どもの数*
移住意識
家族の移住賛成
移住意識活性化
Society5.0 の要素
目的地を提案し連れて行く
移動中に車内で読書等が出来る
子供の送迎をしてくれる
農村部から現在の職場に通う***
現在の住居から農村部に通う
現在の住居から農機を遠隔操作***
農業用ロボットが作業を補助
ロボットに加えて人工知能が補助
農作物を活用した企業が出来る※
[7]
[8]
災害時でも安定して通信可能
電気料金がかからなくなる
自宅で健康への助言を受けられる
入院しなくても治療が受けられる
介護ロボットが介護を補助
都会の進学校と同等の講義を受講可能
子の理解度に応じた教育を受けられる
現在と同じ仕事でテレワーク
仕事を減らしテレワークで農業を兼業
転職して仕事量を減らし農業を兼業
近所の人が子どもを送迎してくれる
ネットショッピング好き
遠くても大きな店に行きたい
友人や近所付き合いは多い
買い物の利便性
病院や診療所
学校や幼稚園等
福祉施設
娯楽施設
地域のコミュニティ
自然環境
公共交通の利便性
災害対策や治安
インターネットが好き
個
人
属
性
・
世
帯
属
性
移
住
意
識
[1]
[2]
[5]
生
活
環
境
へ
の
満
足
度
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
騒音や混雑の少なさ
総合的な満足度
自宅で静かに過ごすのが好き
観光・レジャー好き
自然豊かな所で過ごす
買い物好き
a) Society5.0選好軸
b) 生活環境不満軸
c) 大家族・自宅重視軸
d) 中高年男性軸
e) 分散型電源軸
f) 潜在的農村部関心軸
g) 内向的買物好き軸
h) 都市部住居維持軸
i) 医療福祉技術選好軸
j) 自動運転車非選好軸
k) 専業農家転職希望軸
l) 移住困難・子育て重視軸
主成分名
*以外はダミー変数
**18歳まで最も長い期間を
過ごした場所を出身地とし
現住所が出身地か否か
***現在の住居を維持して
農作業を行う
二地域居住を促進する
Society5.0の要素
※Society5.0の要素に関係ない
移住意識活性化
注1) 5段階評価の項目は
上位2つの回答を1
それ以外は0
5段階評価の質問に
関しては表1を参照
注2) 移住意識活性化のみ
上位3つの回答を1
それ以外は0
〇：主成分負荷量0.1以上
▲：主成分負荷量-0.1以下
変数 主成分軸
各Society5.0の要素
[1]自動運転
[2]スマート農業
[3]通信インフラの強化
[4]分散型電源
[5]在宅医療
[6]介護ロボット
[7]ICT教育
[8]テレワーク
 
 
(3) 移住意識グループ 
(2)の分析結果から得た主成分得点を用いたクラスタ
ー分析により居住者を下記の 8 類型(移住意識グループ)
に分類した．類型別の主成分得点平均を表-3 に示し，
各類型の特性と移住意識の活性化に有効な施策を考察す
る． 
A. Society5.0選好グループ 
移住に前向きで，Society5.0 の要素全体に好意的に反
応し，l)『移住困難・子育て重視軸』が正に大きく，移
住先にて子を多く持ちたいと考えており，移住を後押し
すべきグループといえる．一方で，「子どもの教育」や
「親の介護」といった現在の住居を離れられない事情も
一部にあると類推される．よって，有効な Society5.0 の
要素としては，事情に応じた「在宅医療」「介護ロボッ
ト」「教育 ICT」が想定される．既存の移住促進施策と
しては，医療費や教育費に対する補助もケースによって
有効であると考える． 
B. 移住容易グループ 
l)『移住困難・子育て重視軸』が負に大きく，移住自
体には前向きである．j)『自動運転車非選好軸』が負で
あり，自動運転が移住意識の活性化に有効な方策といえ
る．また，c)『大家族・自宅重視軸』が正に大きく，空
き家バンク等による斡旋を通じて多人数で住める家の確
保が重要である．g)『内向的買物好き軸』も正に大きく，
移動販売の適用可能性を吟味することも考えられる． 
C. 住居維持就農グループ 
移住に前向きではあるが，h)『都市部住居維持軸』が
正に大きく現在の住居を維持して農業をしたいと考えて
いる．さらに e)『分散型電源選好軸』が正に大きく，自
動運転・スマート農業・分散型電源が有効だと考える．  
I_413
  
表-3 類型別主成分得点平均 
・移住体験ツアー,・宿泊費の助成
・古民家の貸出○H.生活環境満足グループ 423▲▲
▲G.移住無関心グループ 261▲○○▲▲▲ ☆[1]自動運転,・移住に関する情報提供,・空き家バンク
☆[5]在宅医療,☆[6]介護ロボット,
☆[4]分散型電源,・新規就農支援▲○○○○
F.専業農家転職希望
　グループ
233▲ ▲○
▲ ☆[8]テレワーク,・サテライトオフィスの設置・リフォーム費用の補助
E.生活環境変化希望
　グループ
233▲○▲○▲
○ ○D.職業維持グループ 271 ○
☆[5]在宅医療,☆[6]介護ロボット,
・結婚活動支援
☆[1]自動運転,☆[2]スマート農業,
☆[4]分散型電源,・新規就農支援金
☆[1]自動運転,
・空き家バンク,・移動販売
C.住居維持就農グループ 264○ ▲▲○
▲
○▲
B.移住容易グループ 577○▲
▲
k) l) 有効と考えられる施策(☆はSociety5.0の要素)
A.Society5.0選好グループ 344○
e) f) g) h) i) j)N a) b) c) d)
○☆[5]在宅医療,☆[6]介護ロボット,☆[7]ICT教育,・医療費や教育費の補助
〇：平均 0.5以上
▲：平均-0.5以下
類型 主成分軸
a) Society5.0選好軸 b) 生活環境不満軸 c) 大家族・自宅重視軸 d) 中高年男性軸
e) 分散型電源軸 f) 潜在的農村部関心軸 g) 内向的買物好き軸 h) 都市部住居維持軸
i) 医療福祉技術選好軸 j) 自動運転車非選好軸 k) 専業農家転職希望軸 l) 移住困難・子育て重視軸
主成分
：平均 0.1以上
：平均-0.1以下 
 
就農意識も高く，新規就農者への支援も有効と考えられ
る．このグループの存在から，Society5.0 の要素が関係
人口となる二地域居住の促進にも有効であると言える．
D. 職業維持グループ 
k)『専業農家転職希望軸』が負に大きく，現在の職業
維持を希望している．よってテレワークが可能な環境整
備が一つの方策として考えられる．  
E. 生活環境変化希望グループ 
b)『生活環境不満軸』と d)『中高年単身男性軸』が正
に大きく，結婚等によって生活環境を変えたいと考えて
いる可能性が高い．一方で f)『潜在的農村部関心軸』が
大きく，移住による生活環境の変化も望んでいる．i)
『医療福祉技術選好軸』が正であり，「在宅医療」「介
護ロボット」「分散型電源」の有効性が高い．  
F. 専業農家転職希望グループ 
k)『専業農家転職希望軸』が大きく，農家転職希望が
強い．あわせて e)『分散型電源選好軸』や i)『医療福祉
技術選好軸』も大きいことから，「分散型電源」「在宅
医療」「介護ロボット」が有効であり，新規就農者に対
する支援金等も有効であると考えられる． 
G. 移住無関心グループ 
農村部や移住，Society5.0 の要素に対して関心は薄い
が生活環境への不満が大きい．そのため，移住に関する
情報提供による関係人口化に加えて，c)『大家族・自宅
重視軸』が正に大きいため空き家バンク等による多人数
で住める住居の確保が重要である．なお，j)『自動運転
車非選好軸』が負に大きく，「自動運転車」には興味が
あると考えられる． 
 
H. 生活環境満足グループ 
現在の生活に満足しており，Soceity5.0 の要素に興味
が無く，移住する気も全く無いグループである． 
 
 
5. 移住意識活性化の構造 
 
(1) 分析に用いる変数及び分析概要 
4.では移住意識や各 Society5.0 の要素の選好意識を中
心に移住意識グループに類型化し，グループごとに有効
と考えられる要素を考察した．次に，それぞれの移住意
識グループや移住意識で今後どのような施策を考案して
いくべきかをより深く考察する．そのために，共分散構
造分析を用いて，有効な Society5.0 の要素や移住に積極
的な要因等を検証する．共分散構造分析に用いる観測変
数・潜在変数の一覧を表-4 に示す．移住意識活性化の
モデルとして，移住意識グループ・生活スタイル・生活
環境・移住意識・移住意識活性化の 5 つの層を作成した． 
共分散構造分析において，仮説を検証するために引く
パス，及び仮説は以下の通りである． 
仮説 i：【移住意識グループから生活スタイル・生活環
境へのパス】 
移住意識グループによって生活スタイル・生
活環境への満足度が異なると考えられる． 
仮説 ii：【生活スタイル・生活環境から移住意識へのパ
ス】 
移住意識の強さ等には，生活スタイルの違い
や生活環境への満足度が影響している可能性
がある． 
I_414
  
仮説 iii：【生活スタイル・生活環境・移住意識から移住
意識活性化へのパス】 
生活スタイル・生活環境への満足度・移住意
識の違いによって Society5.0 の要素による移住
意識活性化効果に差が存在する可能性がある． 
以上より，移住意識に影響を与える要素や有効な
Society5.0の要素に関する考察を深めていく． 
なお，移住意識グループから生活スタイル・生活環境，
及び生活スタイル・生活環境・移住意識から移住意識活
性化には各変数に対して全てパスを引き，有意水準 5%
を超えるものを除いてモデルを作成している． 
 
(2) 分析結果 
 共分散構造分析の結果を図-4に示す．この結果から 
 
表-4 共分散構造分析に用いた変数一覧 
観測変数 観測変数
グループA  Soceity5.0選好グループであれば1,それ以外は0 子育て重視  移住した際現在考えているより多く子が欲しいか
グループB  移住容易グループであれば1,それ以外は0 移住意向の有無  移住したいと「思う」「少し思う」居住者(0.58)
グループC  住居維持就農グループであれば1,それ以外は0 家族の賛成  移住する場合に家族は賛成するか否か(0.42)
グループD  職業維持グループであれば1,それ以外は0  移住障壁有  家族の都合で現在の住居を離れなれないと思うか
グループE  生活環境変化希望グループであれば1,それ以外は0 [1]移動利便性  目的地を提案し連れて行ってくれる(0.81)
グループF  専業農家転職希望グループであれば1,それ以外は0 [1]移動中作業  移動中に車内で読書等が出来る(0.83)
グループG  移住無関心グループであれば1,それ以外は0 [1]子の送迎  子の送迎をしてくれる(0.83)
観光好き  観光・行楽・レジャー好き(0.51) [1]職業維持  農村部から現在の職場に通う(0.76)
買物好き  買物に出かけるのが好き(0.59) [2]ロボット補助  農業用ロボットが作業を補助(0.90)
大店舗好き  遠くても大きな店や品質の良い店舗に行く(0.52) [2]人工知能補助  ロボットに加えて人工知能が補助(0.92)
近所付き合い多い  友人や近所付き合いは多い方(0.36) [3]通信インフラ*  災害時でも安定して通信可能
自宅で静かに過ごす  自宅で静かに過ごすことが好き(0.08) [4]分散型電源*  電気料金がかからなくなる
ネット好き  通信販売やネットショップが好き(0.10) [5]アドバイス  自宅で健康への助言を受けられる(0.86)
買物利便性  買い物の利便性への満足度(0.64) [5]入院不要  入院しなくても治療が受けられる(0.90)
医療環境  病院や診療所への満足度(0.65) [6]介護補助  介護ロボットが介護を補助(0.87)
福祉環境  老人ホーム等の福祉施設への満足度(0.52) [7]進学校の教育  都会の進学校と同等の講義を受講可能(0.91)
教育環境  学校・学習塾・保育所等への満足度(0.18) [7]理解度に応じた教育  子の理解度に応じた教育を受けられる(0.93)
娯楽施設  娯楽施設への満足度(0.24) [8]職業を維持  現在と同じ仕事でテレワーク(0.76)
公共交通  公共交通への満足度(0.40) [8]維持・農家兼業  仕事を減らしテレワークで農業を兼業(0.86)
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図-4 移住意識活性化モデル(共分散構造分析) 
I_415
  
以下のことが読み取れる．なお，モデルの見方としては
図中の仮説 i が移住意識グループから生活スタイル・生
活環境へのパス，仮説 iiが生活スタイル・生活環境から
移住意識へのパス，仮説 iii が生活スタイル・生活環
境・移住意識から移住意識活性化へのパスを示す．  
1) 仮説 iより，多くの移住意識グループが都市部及び
農村部で得やすい生活環境に満足していないこと
が分かり，移住意識グループ間で生活環境への満
足度や生活スタイルに大きな違いがないことが明
らかになった． 
2) 仮説 ii の生活スタイルから移住意識へのパスをみ
ると，移住できた場合は子が多く欲しいと思う者，
及び移住に積極的な者は活動的ではないことが分
かる． 
3) 仮説 ii の生活環境から移住意識へのパスより，都
市部及び農村部で得やすい生活環境に満足してい
ない場合，移住に積極的であることが分かる．な
お，標準化係数から，移住に積極的な者は都市部
よりも農村部で得やすい生活環境に魅力を感じて
いる． 
4) また，親の介護等で現在の住居を離れられない場
合，都市部生活環境に満足しているため，実際に
はそういった事情より現在の住環境への愛着から
移住したくないと回答している可能性がある． 
5) 仮説 iii の移住意識から移住意識活性化へのパスか
ら，強いコミュニティの存在や農作物を活用した
起業支援よりも，通信インフラの強化・スマート
農業・自動運転の方が移住意識の活性化に効果的
と言える． 
6) 仮説 iii の生活スタイルから移住意識活性化へのパ
スより，活動的な方が活性化する傾向にある． 
7) 仮説 iii の生活環境から移住意識活性化へのパスか
ら農村部で得やすい生活環境に既に満足していな
がらも，自動運転やコミュニティによる支援が得
られるのであれば移住意識を活性化させることが
分かる． 
 
 
6. おわりに 
 
本研究では，三大都市圏都市部の子育て世代を対象と
した web 調査の結果を通じて，Society5.0 が移住促進政
策として導入された際に，個人の移住意識がどう活性化
されるかを移住意識タイプ別に明らかにするとともに
Society5.0 による移住意識活性化の構造モデルを作成し
た．得られた成果は以下の通りである． 
1) グループの特性に応じて自動運転，在宅医療等の
Society5.0 関連の施策が，一定の移住意識活性化効
果があることが示された．  
2) 農村部移住とは一見直接関係のない事柄（結婚を
したいなど）で生活環境を変えたいと考えている
グループもあり，グループごとの多様なニーズの
実態を見極めながらの対応が必要である． 
3) 移住だけでなく，二地域居住を好むような関係人
口になり得る居住者が存在し，関係人口の増加に
も Society5.0の要素が寄与する可能性がある． 
4) 移住する場合は今より子が多く欲しいと思う子育
て世代，移住に前向きな子育て世代は農村部の生
活環境を魅力的に感じている一方，現在の生活環
境に愛着を持っていると，何かしらの理由があっ
て移住は難しいと回答している可能性がある． 
5) 移住に前向きな子育て世代にとって，多くの
Society5.0 の要素が移住意識の活性化に効果的であ
る．また，自動運転やスマート農業，通信インフ
ラ強化という施策が，送迎の手伝いといったコミ
ュニティからの支援や農業に関する起業支援より
も移住意識活性化施策として有効であると言える． 
今後の課題として，移住希望者に有効と考えられる
Society5.0 の要素を含む移住意識活性化施策が受け入れ
側の農村部居住者にとって受容性が高いか，地域別にど
のような生活環境を改善させ，都市部との差を埋めるか
を考慮し，具体的な導入政策を検討する必要がある． 
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POLICY AND MODEL OF MIGRATION TO RURAL AREAS ACTIVATED 
CONSIDERING THE VIEW OF “SOCIETY 5.0” 
 
Kaoru KAWASAKI, Akane KATAYAMA and Mamoru TANIGUCHI 
 
Recent population decreases in rural areas constitute a severe difficulty for society. Existing surveys 
reveal that parenting generations intending to rear more children are considering their ability to migrate to 
rural areas. This study specifically addressed migration to rural areas as promoted by Society 5.0: a new 
social image. Study results revealed effects through a web survey. Analysis supported the extraction of 12 
principal components and 8 individual groups, supporting the creation of a structural model related to mi-
gration consciousness. Results revealed the following. 1) Although the degree of response to each tech-
nology constituting Society 5.0 differs among groups, results show that the effect of introducing automat-
ed driving for universal services and nursing care robots is not small. 2) A tendency exists to activate mi-
gration awareness using some technology constituting Society 5.0 rather than support only in rural areas. 
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